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第４章．老人医療費への影響

（１）老人医療費の現状

① 老人医療受給者数
図4-1に1983～1998年における制度別老人医療受給者数の推移を、図4-2に制度別老人

医療受給者数の対前年度伸び率の推移を示す。

1998年度の老人医療受給者数は1,360.5万人で、内訳は国保1,008.6万人（構成比

74.1％）、社保351.9万人（同25.9％）であった。同年の対前年度伸び率は全体で4.5％であ

るが、制度別では国保6.2％に対し社保0.1％であり、1990年以降、国保の老人医療受給者

の増加傾向が顕著となっている。

図4-1. 老人医療受給者数の推移

図4-2. 老人医療受給者数の対前年度伸び率の推移（制度別）
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② 老人医療費の推移
表4-1に1994～1999年における制度別にみた老人医療費、老人医療受給者数、老人医療

受給対象者１人当たり老人医療費の推移を示す。

1999年度の老人医療費は11兆7,854億円で、内訳は国保8兆8,797億円（構成比75.3％）、

社保2兆9,057億円（同24.7％）であった。同年の対前年度伸び率は全体で8.5％であるが、

制度別では社保2.7％に対し国保10.5％であり、国保の老人医療受給者の増加（97-98年間

で6.2％増）を反映した形となっている。なお、老人医療受給対象者１人当たりの老人医療

費の対前年度伸び率は年々低くなっており、97-98年間で1.3％程度の伸びに止まっている。

表4-1. 老人医療費の年次推移（自己負担含む）

（出典）国保中央会「国保連合会審査支払業務統計」、支払基金「基金統計月報」より試算
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③ 診療種類別にみた老人医療費の推移
ア）老人入院医療費

1999年度の老人入院医療費は4兆9,920億円で、内訳は国保3兆7,567億円（構成比75.3％）、

社保1兆2,353億円（同24.7％）であった。同年の対前年度伸び率は全体で5.9％であるが、制

度別では社保0.1％に対し国保7.9％であり、入院医療費の増加のほとんどが国保増加分とな

っている。

表4-2. 老人入院医療費の年次推移

注．四捨五入の関係で、合計があわない部分あり。

注．四捨五入の関係で、合計があわない部分あり。

イ）老人入院外医療費

1999年度の老人入院外医療費は4兆1,471億円で、内訳は国保3兆1,522億円（構成比

76.0％）、社保9,949億円（同24.0％）であった。同年の対前年度伸び率は全体で7.1％であ

るが、制度別では社保1.4％に対し国保9.0％となっている。

社保の老人入院外医療費は、1996年の1兆178億円をピークに2年連続で減少した後、

1999年は対前年度135億円増加したものの、1兆円を下回る水準に止まっている。

表4-3. 老人入院外医療費の年次推移
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ウ）老人歯科診療医療費

1999年度の老人入院医療費は3,955億円で、内訳は国保3,087億円（構成比78.1％）、社

保868億円（同21.9％）であった。同年の対前年度伸び率は全体で11.4％であるが、制度別

では社保5.1％に対し国保13.3％であった。

表4-4. 老人歯科診療医療費の年次推移

注．四捨五入の関係で、合計があわない部分あり。

エ）老人薬局調剤医療費

1999年度の老人薬局調剤医療費は9,011億円で、内訳は国保6,937億円（構成比77.0％）、

社保2,074億円（同23.0％）であった。同年の対前年度伸び率は全体で27.8％、制度別では

社保21.9％、国保29.7％であり、非常に大幅な伸びを示している。

表4-5. 老人薬局調剤医療費の年次推移

注．四捨五入の関係で、合計があわない部分あり。
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オ）老人食事療養費

1999年度の老人食事療養費は5,115億円で、内訳は国保3,815億円（構成比74.6％）、社

保1,300億円（同25.4％）であった。同年の対前年度伸び率は全体で3.2％であるが、制度

別では社保が▲2.5％と減少しているのに対し、国保は5.3％であった。

表4-6. 老人食事療養費の年次推移

注1．四捨五入の関係で、合計があわない部分あり。

注2．同費用は1994年10月から導入されたため、94年の金額は95年の約半分となっている。

注1．四捨五入の関係で、合計があわない部分あり。

カ）老人訪問看護療養費

1999年度の老人訪問看護療養費は874億円で、内訳は国保660億円（構成比75.5％）、社

保214億円（同24.5％）であった。同年の対前年度伸び率は全体で29.7％、制度別では社

保22.5％、国保31.9％であり、非常に大幅な伸びを示している。

表4-7. 老人訪問看護療養費の年次推移
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キ）老人保健施設療養費

1999年度の老人保健施設療養費は7,508億円で、内訳は国保5,209億円（構成比69.4％）、

社保2,299億円（同30.6％）であった。同年の対前年度伸び率は全体で15.0％、制度別では

社保9.8％、国保17.5％であった。また、入所／通所別にみると、入所費用6,386億円（構

成比85.1％）、通所費用1,122億円（同14.9％）であった。

表4-7. 老人保健施設療養費の年次推移（生保除く）

注．四捨五入の関係で、合計があわない部分あり。
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（２）介護保険施行が老人医療費に及ぼした影響

① 老人医療費月額の推移
図4-3に、1999年4月～2001年3月における老人医療費月額の推移を示す。介護保険施行

直前の2000年3月の老人医療費1兆705億円は、4月には8,898億円に減少後､5月以降約9,100

億円で推移している。なお、1999年度老人医療費11兆7,854億円（月平均9,821億円）に対

し、2000年度の老人医療費は10兆9,819億円（月平均9,152億円）と、8,035億円（月平均

669億円）の減少となっている。

図4-3. 老人医療費月額の推移

（出典）国保中央会「国保連合会審査支払業務統計」、支払基金「基金統計月報」
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次に、老人医療費の月次推移を制度別にみた。

まず国保では、2000年3月の老人医療費8,113億円が、4月には6,822億円に減少後､5月以降

も約7,000億円で推移している。なお、1999年度国保の老人医療費8兆8,797億円（月平均

7,400億円）に対し、2000年度の国保の老人医療費は8兆4,852億円（月平均7,071億円）と、

3,945億円（月平均329億円）の減少となっている。

一方、社保では、1999年3月における老人医療費2,592億円が、4月には2,076億円に減少

後､5月以降も約2,100億円で推移している。なお、1999年度の社保の老人医療費は2兆9,057

億円（月平均2,421億円）に対し、2000年度の社保の老人医療費は2兆4,968億円（月平均

2,081億円）と4,089億円（月平均341億円）の減少となっている。

図4-4. 老人医療費月額の推移（国保）

図4-5. 老人医療費月額の推移（社保）
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② 老人医療費年額の推移（移動年計）
図4-6に、上野等が開発した「移動年計法による医療費推計方法」に基づく制度別老人

医療費年額（移動年計）の推移を示す。1999度老人医療費（1999年4月～2000年3月の月

次医療費の年計）の11兆7,854億円が、対前年度同月差額分だけ毎月減少している様子が

わかる。2001年2月および3月は、減少傾向が他の月より強くなっており、結果として2000

年度老人医療費は10兆9,819億円（対前年度▲8,035億円）となっている。

図4-6. 制度別にみた2000年度老人医療費（移動年計）

注1. 2001年1月の移動年計法による老人医療費年額とは、2000年2月～20001年1月の

月次医療費を足し合わせたもの。同様に、2001年2月の医療費年額は、2000年3月

～2001年2月の月次を足したものであるから、2001年1月から2001年2月の減少額

は、2000年2月と2001年2月の月額差と見なすことができる。
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③介護保険への移行額推計

第３章の表3-3で示したように、2000年度の総介護費用を、年間ベースで4兆538億円（医療

系1兆8,901億円、福祉系2兆262億円、その他1,350億円）と推計した。

医療系サービス１兆8,901億円の内訳は、在宅系3,922億円（20.8％）、施設系1兆4,979億円

（79.2％）であるが、この金額は、従来の老人医療費から介護保険への移行相当額ではない。移

行額を算出するには、従来の老人医療費には含まれていなかった下記項目、すなわち、

の費用を差し引く必要がある。

図4-7. 介護老人保健施設の報酬設定の考え方

ア）40～64歳（第２号被保険者）の医療系サービス費

イ）65～69歳で老人医療受給対象者以外の医療系サービス費

ウ）医師・歯科医師による居宅療養管理指導費

エ）介護療養型医療施設、介護老人保健施設入所者のおむつ代

オ）介護老人保健施設入所者の食事療養費（自己負担分含む）

【1999年度の費用構成】 【2000年度の費用構

－1999年度実績－

施設療養費

（28.9万円／月）

介護サービス費

（自己負担分含め
28.9万円に設定）

自己負担（１割）

食事サービス費

（約6万円／月）

自己負担（約3割）

おむつ代
（8,609円／月）

保険外自己負担

（5～6万円／月）

+

+
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まず、総費用から、医師・歯科医師の居宅療養管理指導費および介護療養型医療施設、

介護老人保健施設の入院・入所者のおむつ代、介護老人保健施設入所者に対する食事療

養費を差し引く。

医師、歯科医師の居宅療養管理指導費は、前章で推計した通り90億円、また、介護老

人保健施設入所者に対する食事療養費は1,678億円（自己負担含む）であった。次に、お

むつ代であるが、次式により354億円（自己負担含む）と推計した。

注1. 訪問系のサービスの40～64歳構成比は、訪問看護調査（全国）の実績値4.3％

と同じと仮定。

注2. 短期入所サービスの同構成比は、老人保健施設入所者と同じと仮定。

注3. 介護療養型と老人保健施設、訪問看護は調査実績値を採用。

年間おむつ代

＝（療養型＋老健施設の月間入所者数）×（1人当たりおむつ代）×12ヶ月

＝30.8万人×（9,566円／月／人）×12ヶ月

＝354億円

なお、療養型と介護老人保健施設の月間入所者数は、厚生労働省の「平成12年介護サ

ービス施設・事業所調査結果速報」の2000年10月1日データを使用した。また、1人当たり

おむつ代9,566円は、給付分8,609円に1割自己負担分を加えたものである。総費用からこれ

ら費用を差し引くと、1兆6,779億円となる。

次に、65歳以上（第１号被保険者）の者に対する総費用を求める。訪問系サービス（居

宅療養管理指導、訪問看護、訪問リハ）の40～64歳構成比は、訪問看護ステーション調

査（全国訪問看護事業協会調査）の実績値4.3％と同じ、短期入所療養介護の同構成比

は、介護老人保健施設入所者の2.4％と同じと仮定し、65歳以上の総費用を1兆6,121億円

と推計した。

表4-8. 第１号被保険者に対する医療系介護費用の推計
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最後に、65～69歳で老人医療受給対象外の者に対する介護給付費を推計する。

まず、各種調査から、主な医療系サービス利用者（65歳以上）のうち、65～69歳の占め

る割合をみると、訪問看護6.7％、通所リハ5.6％、療養型病床群7.0％、介護老人保健施設

2.5％であった。

1人当たり費用を同額と仮定し、各サービス別の構成比率から、65～69歳に対する医療

系介護費用を756億円と推計した。ここで、「訪問看護ステーションの運営実態に関する調

査研究（Ⅰ）（日本医師会）」によると、65～69歳の訪問看護利用者397人のうち、老人医

療受給対象者は64人（16.1％）であった。この比率を使うと、65～69歳の医療系介護費用

756億円のうち、従来の老人医療費からの移行相当額は122億円となる。

したがって、老人医療費から介護保険への移行相当額を、1兆5,999億円と推計した。

（出典：日本医師会　「訪問看護ステーションの運営実態に関する調査研究（Ⅰ）」
日本医師会等「通所リハビリテーションの運営実態に関する調査研究」

日本医師会等「療養型病床群の運営実態に関する調査研究」

厚生省「平成11年老人保健施設調査」）

注1. 訪問系のサービスの65～69歳構成比は、訪問看護調査（全国）の実績値と同じと仮定。

注2. 短期入所サービスの同構成比は、老人保健施設入所者と同じと仮定。

注3. 介護療養型と老人保健施設、訪問看護は調査実績値を採用。

表4-10. 65～69歳に対する医療系介護費用の推計
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④ 2000年度老人医療費推計（介護保険制度が導入されなかった場合）
従来の老人医療費から介護保険への移行相当額は1兆5,999億円、2000年度老人医療費

は10兆9,819億円（国保8兆4,852億円（構成比77.3％）、社保2兆4,968億円（22.7％））であ

った。したがって、介護保険制度が導入されなかった場合の、2000年度老人医療費は12兆

5,818億円（対前年度7,964億円の増加）と推計される。

ここで、介護保険が導入されなかった場合の国保・社保別老人医療費の構成割合を、過

去の推移より国保76.5％、社保23.5％と仮定すると、介護保険が導入されなかった場合の

制度別老人医療費は、国保9兆6,251億円、社保2兆9,567億円となる。

図4-8に、介護保険が導入／非導入時の2000年度老人医療費と、介護保険への移行相当

額の関係を示す。介護保険が導入されなかった場合、前年度から7,964億円老人医療費が

増加し、12兆5,818億円になる予定が、介護保険導入により1兆5,999億円分の老人医療費

が介護保険に移行した結果、2000年度老人医療費は10兆9,819億円となったと解釈するこ

とが出来る。

図4-8. 制度別にみた2000年度老人医療費と介護保険への移行額の関係
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以上の結果を表4-11に整理する。

介護保険制度導入により、国保の老人医療費は3,945億円、社保の老人医療費は4,089億円

減少すると推計したが、国保の場合、介護保険が非導入の場合、7,454億円増加する予定

が、介護保険に1兆1,399億円移行したため、結果として3,945億円減少したと、また、社保

も同様で、介護保険が非導入の場合、510億円増加する予定が、介護保険に4,599億円移行

したため、結果として4,089億円減少したとみることが出来る。

表4-11. 制度別にみた老人医療費の年次推移予測

注．四捨五入の関係で、合計があわない部分あり。



54

（３）まとめ

① 老人医療受給対象者の状況
老人医療受給者対象者数は1998年度で1,360.5万人（国保1,008.6万人（構成比74.1％）、

社保351.9万人（25.9％））となっているが、年次推移をみると、1990年以降、社保は伸び

が鈍化している一方、国保の老人医療受給者は顕著に増加している。

② 老人医療費の推移
1999年度の老人医療費は11兆7,854億円で、対前年度9,212億円の増加となっている。制

度別内訳をみると、国保8兆8,797億円（構成比75.3％）、社保2兆9,057億円（24.7％）とな

っている。また、対前年度からの増加額9,212億円の内訳をみると、国保8,445億円、社保

767億円であり、老人医療受給対象者数が増加している国保で、老人医療費が急増してい

る状況にある。

③ 2000年度老人医療費
2000年度老人医療費は10兆9,819億円（国保8兆4,852億円、社保2兆4,968億円）であっ

た。全体では、対前年度▲8,035億円となっているが、その内訳は国保▲3,945億円、社保

▲4,089億円となっている。

④ 介護保険への移行額
2000年度の総介護費用を、年間ベースで4兆538億円（医療系1兆8,901億円、福祉系2兆

262億円、その他1,350億円）と推計したが、医療系1兆8,901億円の中には、40～64歳に対

する医療系介護費用や介護老人保健施設の食事療養費、おむつ代などが含まれている。こ

れら費用を除き、実質の老人医療費から介護保険への移行相当額を、1兆5,999億円と推計

した。また、移行額の内訳は、国保1兆1,410億円、社保4,589億円であった。

⑤ 介護保険が導入されなかった場合の老人医療費
介護保険制度が導入されなかった場合の、2000年度老人医療費を12兆5,818億円、対前

年度7,964億円の増加と推計した。その内訳は、国保9兆6,251億円、社保2兆9,567億円であ

った。

介護保険が導入されなかった場合、2000年度老人医療費は12兆5,818億円になる予定が、

介護保険導入により、老人医療費の1兆5,999億円分が介護保険に移行したため、結果とし

て2000年度老人医療費は10兆9,819億円となったと解釈できる。




